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表紙

証券コード　5395
2024年３月12日

株 主 各 位
埼玉県鴻巣市宮前547番地の１

理研コランダム株式会社
代表取締役
社　　　長 増 田 富 美 雄

【当社ウェブサイト】

https://www.rikencorundum.co.jp/

　

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】

https://d.sokai.jp/5395/teiji/

　

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

　

第125回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第125回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご

出席くださいますようご通知申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事

項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲

載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアクセスの上、ご確認くださいますよ

う、お願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより投資家情報→招集通知を順に選択

いただき、ご確認ください。）

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「理研コランダ

ム」又は「コード」に当社証券コード「5395」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書

類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄

よりご確認ください。）
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表紙

１．日 時 2024年３月28日（木曜日）午前10時

２．場 所 埼玉県鴻巣市中央29番１号

鴻巣市文化センター　３階会議室

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．株主総会の目的事項

報 告 事 項 １. 第125期（2023年１月１日から2023年12月31日まで）事業報告、連

結計算書類ならびに会計監査人および監査等委員会の連結計算書類

監査結果報告の件

２. 第125期（2023年１月１日から2023年12月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役(監査等委員である取締役を除く。)４名選任の件

第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

第５号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますの

で、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、本招集ご通知とあわせてお送りする

議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2024年３月27日（水曜日）午後

５時までに到着するようにご返送いただきますようお願い申しあげます。

敬　具

記

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら、本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用

紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。

　会社法改正により、電子提供措置事項について上記の各ウェブサイトにアクセスのう

え、ご確認をいただくことを原則とし、基準日までに書面交付請求をいただいた株主様に

限り、書面をお送りすることとなりましたが、本株主総会においては、書面交付請求の有

無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りいたします。
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表紙

◎議決権行使書について

　議決権行使書において、各議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があった

ものとしてお取り扱いいたします。

◎代理人による議決権行使

　代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人と

して株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要とな

りますのでご了承ください。

　なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイ

トにおいて、その旨、修正前と修正後の事項を掲載いたします。
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当事業年度の事業の状況

(2023年１月１日から
2023年12月31日まで)

（提供書面）

事   業   報   告

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過および成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、一部に足踏みがみられるものの、緩やか

に回復しています。個人消費は緩やかに持ち直しておりますが、設備投資は持ち直

しに足踏みがみられます。先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各

種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待されます。ただし、世界的

な金融引き締めに伴う影響や中国経済の先行き懸念など、海外景気の下振れがわが

国の景気を下押しするリスクとなっています。また、物価上昇、中東地域をめぐる

情勢、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要があります。さらに、令和

６年能登半島地震の経済に与える影響に十分留意する必要があります。

このような経営環境のなか、当社グループの売上については、半導体向けの研磨

材の売上が伸長したことにより、売上高は4,184,695千円(前期比4.4%増)となりまし

た。

また利益面においては、前連結会計年度に淄博理研泰山涂附磨具有限公司の持分

譲渡益により増加した法人事業税の外形標準課税額が当連結会計年度に減少したこ

と、年金資産の時価評価増により退職給付費用が減少したこと、イオンリテール株

式会社に賃貸しております土地に商業店舗が開店したことによる賃貸収入増加にな

ったことから、営業利益114,913千円(前期比66.7%増)となりました。経常利益につ

いては前連結会計年度において計上した持分法による投資損失が回復したことか

ら、当連結会計年度は141,302千円(前期比205.0%増)となりました。親会社株主に帰

属する当期純利益については前連結会計年度に淄博理研泰山涂附磨具有限公司の持

分譲渡益の計上や為替換算調整勘定の取崩益計上が消失したことにより95,675千円

(前期比86.7%減)となりました。
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当事業年度の事業の状況

セグメントの概況は以下のとおりであります。

なお、営業利益につきましては、全社費用等の配分前で記載しております。

（研磨布紙等製造販売事業）

　当社グループの中核事業である研磨布紙等製造販売事業の当連結会計年度の業況

は、特に木工用の研磨布紙が得意先の在庫調整により減少、精密加工用フィルム製

品も得意先からの受注が減少しましたが、半導体向けの研磨材の売上が伸長したこ

とから売上高は3,474,878千円(前期比0.6%増)となりました。セグメント利益は年

金資産の時価評価増により退職給付費用が減少しましたが、前年度からの円安によ

る輸入仕入単価及び国内の原材料単価の上昇により、売上原価率が悪化し粗利が減

少したことから、営業利益は82,318千円(前期比54.5%減)となりました。

（ＯＡ器材部材等製造販売事業）

　事務機器に組み込まれる紙送り用各種ローラー部品の受注生産をしているOA器材

部材等製造販売事業の当連結会計年度の業況は、得意先の一部部材の調達難による

生産調整が一段落し、売上高が回復したことにより521,395千円(前期比25.5%増)と

なり、営業利益は売上高増加による粗利増、生産における習熟度の高まりにより原

価率の低減から、126,798千円(前期比96.1%増)となりました。

（不動産賃貸事業）

　イオンリテール株式会社に賃貸しております土地の賃貸収入の売上は、店舗の開

店による増収で188,422千円(前期比35.9%増)となり、営業利益は同様に増益で

157,166千円(前期比43.3%増)となりました。
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当事業年度の事業の状況

事 業 区 分

第124期
(2022年12月期)

第125期
(2023年12月期)

(当連結会計年度)
前　期　比

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

研磨布紙等製造販売
事 業

3,453,301 86.1 3,474,878 83.0 21,578 0.6

ＯＡ器材部材等製造
販 売 事 業

415,540 10.4 521,395 12.5 105,855 25.5

不 動 産 賃 貸 事 業 138,607 3.5 188,422 4.5 49,815 35.9

合 計 4,007,448 100.0 4,184,695 100.0 177,247 4.4

<事業別の売上高>　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円，％）

②　設備投資の状況

　当連結会計年度の設備投資の総額は483,479千円であり、主に鴻巣工場の建物の

改修および生産設備の取得であります。

③　資金調達の状況

　当連結会計年度における資金調達の状況につきましては、特記すべき事項はあり

ません。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

　該当事項はありません。

⑦　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

　該当事項はありません。
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直前３事業年度の財産および損益の状況

区 分 単位
第122期

(2020年12月期)
第123期

(2021年12月期)
第124期

(2022年12月期)

第125期
(当連結会計年度)
(2023年12月期)

売 上 高 千円 3,509,276 3,862,423 4,007,448 4,184,695

親会社株主に帰属す
る当期純利益又は親
会社株主に帰属する
当 期 純 損 失

千円 △106,477 311,293 721,578 95,675

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損 失

円 △115.48 337.61 782.63 105.48

総 資 産 千円 5,695,266 6,160,284 6,679,579 6,408,447

純 資 産 千円 3,916,878 4,393,957 4,819,061 4,861,762

１株当たり純資産額 円 4,247.90 4,765.51 5,226.98 5,390.23

区 分 単位
第122期

(2020年12月期)
第123期

(2021年12月期)
第124期

(2022年12月期)

第125期
(当事業年度)
(2023年12月期)

売 上 高 千円 3,412,229 3,732,702 3,949,070 4,116,417

当期純利益又は当期
純 損 失

千円 △252,081 187,875 2,036,837 89,961

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損 失

円 △273.38 203.76 2,209.18 99.18

総 資 産 千円 4,276,686 4,377,992 6,634,981 6,347,690

純 資 産 千円 2,629,202 2,767,587 4,785,276 4,819,872

１株当たり純資産額 円 2,851.40 3,001.62 5,190.34 5,343.79

(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況
①　企業集団の営業成績および財産の状況の推移

（注）１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数
　　　により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しておりま
　　　す。

②　当社の営業成績および財産の状況の推移

（注）１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数
　　　により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しておりま
　　　す。
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重要な親会社および子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所および工場

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

（ 連 結 子 会 社 ）

理 研 香 港 有 限 公 司 100千HKドル 100％ OA器材部材等の販売

(3) 重要な親会社および子会社の状況

①　親会社の状況

　当社の親会社はオカモト株式会社で、同社は当社の普通株式469千株（議決権比

率52.3％）を保有しております。

　親会社との取引に関しては、市場価格・市場金利を勘案して、一般的な取引条件

と同様に決定しております。

　当社取締役会は、当社取締役会を中心とした当社独自の経営判断で事業活動、経

営上の決定を行っており、親会社からの一定の独立性が確保されているものと考

え、親会社との間の取引に際し、当社の利益が害されていないと判断しておりま

す。

②　重要な子会社の状況

(4) 対処すべき課題

わが国経済は、一部に足踏みがみられるものの、緩やかに回復しています。この

ような状況のなか、当社グループの当連結会計年度における決算は、半導体向けの研

磨材が増加したことに加え、不動産賃貸収入が年度途中から店舗の営業開始により満

額になったことから売上高で4.4％の増加となりました。利益面で昨年度に続き各利

益が黒字になり営業利益で66.7％の増益になりました。これは、売上高の増加に加

え、不動産賃貸収入の増益によるものです。ただ、セグメント別では、当社の中核事

業である研磨布紙製造販売事業では原価率が悪化しており収益力の強化が課題である

と認識しています。

会社全体として社員教育・研修・訓練(安全作業・健康・コンプライアンス・技術

改善と継承・品質重視・利益意識・与信管理・防災訓練等)の徹底を行います。

DX推進の一環として、人手不足の解消と仕事の合理化のために、RPAシステムを導

入し、お客様からの受注入力の自動化、各部署の定常業務である事務作業を洗い出

し、自動化することで業務の効率化を図ります。

また、営業面では、得意先の与信管理と、売価の見直し、商流の整理をしなが

ら、新製品を中心に代理店ルートの拡販、直ユーザー・新規分野開拓等で販売強化を
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重要な親会社および子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所および工場

図ります。

生産面においては、品質と、収率・稼働率等の生産効率向上のために設備投資を

行いました。また、研磨布紙製造工程の塗装機の改善を行い、ベルト加工工程の鴻巣

工場への集約が完成し、生産能力も向上しました。

引き続き、「QC（品質管理・生産合理化）活動・提案制度等」を中心に、環境を

考え、廃棄品の削減と、生産効率を上げ、営業利益を確保して行きます。

不動産賃貸事業に関しましては、事業用不動産の将来へ向けた有効活用の観点か

ら、イオンリテール株式会社と事業用定期借地権設定契約を締結しています。2023年

度途中からは、店舗の営業開始により賃貸収入が満額となっており、2024年度は、さ

らに年度を通じ満額になることから、今後はさらに安定的な収入が見込める状況で

す。

また、コンプライアンス・リスク管理、環境保護対策の強化についても、企業の

社会的責任に対する社会の要請は一段と高まっていることから、さらに充実させてい

きます。

株主の皆様におかれましては、今後とも何卒格別のご支援とご指導を賜りますよ

うお願い申し上げます。

事 業 区 分 事 業 内 容

研 磨 布 紙 等 製 造 販 売 事 業 研磨布紙等の製造および販売

Ｏ Ａ 器 材 部 材 等 製 造 販 売 事 業 ＯＡ器材部材等の製造および販売

不 動 産 賃 貸 事 業
理研神谷ビル跡地、旧東京営業所および鴻巣工場の
一部を賃貸

(5) 主要な事業内容（2023年12月31日現在）

当 社

本社、東京営業所、開発営業課：埼玉県鴻巣市

名古屋営業所：名古屋市中区、大阪営業所：大阪市天王寺区

福岡営業所：福岡県福岡市南区

鴻巣工場：埼玉県鴻巣市、沼田工場：群馬県沼田市

新治工場：群馬県利根郡みなかみ町

理研香港有限公司(子会社) 本社：中華人民共和国香港

(6) 主要な営業所および工場（2023年12月31日現在）
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

事 業 区 分 使 用 人 数
前連結会計年度
末 比 増 減

研磨布紙等製造販売事業 107（26）名 8（△12）名

ＯＡ器材部材等製造販売事業 4（ 5）名 -（   -）名

不動産賃貸事業 -（ -）名 -（   -）名

全社（共通） 6（ 4）名 1（ △2）名

合　　　　　計 117（35）名 9（△14）名

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

115（35）名 9（△14）名 45.1歳 18.3年

(7) 使用人の状況（2023年12月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

（注）１．使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載し

ております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定の事業区分に区分できない管理部門に所属

しているものであります。

②　当社の使用人の状況

（注） 使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載して

おります。

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 100,000千円

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 100,000千円

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 50,000千円

(8) 主要な借入先の状況（2023年12月31日現在）

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　特記すべき事項はありません。
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株式の状況

①　発行可能株式総数 3,000,000株

②　発行済株式の総数 922,128株

③　株主数 775名

株 主 名 所  有  株  式  数 （ 株 ） 持 株 比 率 （ ％ ）

オ カ モ ト 株 式 会 社 469,016 51.99

M S I P  C L I E N T  S E C U R I T I E S 89,200 9.88

大 澤 政 俊 22,200 2.46

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 13,200 1.46

牧 野 史 朗 11,300 1.25

宇 田 川 　 惠 　 造 8,300 0.92

豊 証 券 株 式 会 社 7,700 0.85

青 木 　 聖 7,200 0.79

高 田 竜 平 6,000 0.66

大 溝 延 子 5,600 0.62

２．会社の概況

(1) 株式の状況 (2023年12月31日現在)

④　大株主(上位10名)

（注）持株比率は自己株券（20,170株）を控除して計算しております。なお、オカモト株式会社は議決権ベースで

は52.2%の持株比率です。
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会社役員の状況

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 増 　 田 　 富 美 雄

常 務 取 締 役 江 口 真 一

常 務 取 締 役 雨 貝 　 昇

取 締 役 石 川 和 男 　管理部長・理研香港有限公司董事長

取締役 (監査等委員・常勤 ) 塩 山 勝 徳

取 締 役 ( 監 査 等 委 員 ) 長 﨑 俊 樹 　岡村綜合法律事務所パートナー

取 締 役 ( 監 査 等 委 員 ) 新 井 田 　 哲 　 也 　わかさ税理士法人代表社員

(2) 会社役員の状況

①取締役の状況（2023年12月31日現在）

（注）１．取締役(監査等委員)長﨑俊樹氏および新井田哲也氏は、社外取締役であります。

２．取締役(監査等委員)長﨑俊樹氏および新井田哲也氏は、(株)東京証券取引所の定めに基づき届け

出た独立役員であります。

３．当社は、監査等委員会の監査、監査機能を強化し、日常的な情報収集および重要な社内会議への

出席による情報共有ならびに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可能にするため、常

勤の監査等委員を選定しております。

４．長﨑俊樹氏は、直接企業経営に関与された経験はありませんが、弁護士の資格を有し、日本弁護

士連合会の各種委員、最高裁判所司法研修所刑事弁護教官等を歴任されており、また2015年４月

に当社社外監査役に就任されて以降、十分にその職責を果たされていることから、監査等委員と

して選定しております。

５．新井田哲也氏は、税理士として財務および会計に関する専門的な知見を有されており、また2016

年３月に当社社外取締役に就任されて以降、十分にその職責を果たされていることから、監査等

委員として選定しております。

６．当社は取締役全員を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険

（D＆O保険）契約を締結しております。保険料は特約部分も含め会社が全額負担しており、被保

険者に実質的な保険料負担はありません。当該保険契約では、被保険者である役員等がその職務

の執行に関し責任を負うこと、又は、当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じるこ

とのある損害について補填されることとされています。但し、法令違反の行為であることを認識

して行った行為に起因して生じた損害は補填されないなど、一定の免責事由があります。当該保

険契約には免責額の定めを設けており、当該免責額までの損害については補填の対象としないこ

ととされています。
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会社役員の状況

区分 支給人員 支給額

取締役（監査等委員を除く）

（ う ち 社 外 取 締 役 ）

　　　　　４名

　　　　　（－名）

　　　59,631千円

　　　（　 －千円）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）

（ う ち 社 外 取 締 役 ）

　　　　　３名

　　　　　（２名）

　　　13,698千円

　　　（4,320千円）

合 計

（ う ち 社 外 取 締 役 ）

　　　　　７名

　　　　　（２名）

　　　73,329千円

　　　（4,320千円）

②取締役の報酬等の額

（注）　当社の役員の報酬等は、固定報酬のみで構成されており、利益や株価等のパフォーマンス指

標に連動する業績連動報酬は採用しておりません。業務執行取締役に支給する固定報酬は、

その職位、担当する業務・業績、在任年数等を基準とし、世間一般水準を考慮した相応しい

ものとなるよう決定しております。報酬額の算定には、業績や経営基盤構築に対する貢献度

も含まれており、一定のインセンティブが付与される仕組みとなっております。監査等委員

を含む非業務執行取締役に支給する基本報酬は、経営監査機能を十分発揮できるよう職務内

容・専門性・経験等を重視して決定しております。

当社の役員の報酬等に関する事項は、2016年３月25日開催の第117回定時株主総会において取

締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額は年額144百万（うち社外取締役15百万円

以内）以内、員数は取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名、うち社外取締役１名、

監査等委員である取締役の報酬額を、年額24百万円以内、員数は３名と決議しております。

なお、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額には、使用人兼役員の使用人分の

給与は含まないものとしております。

当社の役員の報酬等の額又はその算定方法は取締役（監査等委員である取締役は除く。）は取

締役会の決議、監査等委員は監査等委員会の協議により代表取締役社長である増田富美雄に

委任しております。その権限の内容は、株主総会で決議された取締役（監査等委員である取

締役は除く。）の報酬等限度額の範囲内において、各取締役の個人別の固定報酬の決定であ

り、これらの権限を委任した理由は、各取締役の担当事業における評価を客観的に行うのに

代表取締役社長が最も適任であると考えられるからです。具体的な報酬等の額は代表取締役

社長が他社動向等を勘案しつつ適切に決定されていることを確認しており、取締役会は当該

決定が方針に沿うものであると判断しています。

なお、連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、役員ごとの連結報酬は記

載しておりません。
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社外役員に関する事項

当　社　社　外　役　員 兼 務 先 お よ び 兼 務 先 と の 関 係

長 﨑  俊 樹
社外取締役

(監査等委員)

岡村綜合法律事務所パートナー

なお、当社は岡村綜合法律事務所に所属する同氏以外の弁護士か

ら法律上のアドバイスを必要に応じ受けておりますが、同事務所

と当社における取引額は、同事務所の年間収入および当社連結売

上高のいずれにおいてもその割合は低い状況にあります。

新井田　哲也
社外取締役

（監査等委員）

わかさ税理士法人代表社員

なお、当社と当該法人とは特別な関係はございません。

当　社　社　外　役　員 活　　　　　動　　　　　状　　　　　況

長 﨑  俊 樹
社外取締役

(監査等委員)

当事業年度開催の取締役会13回のすべてに出席し、また、当事業

年度開催の監査等委員会13回のすべてに出席しました。主に、弁

護士としての見地から、取締役会では、当該視点から積極的に意

見を述べており、特にコンプライアンスおよび経営のリスク管理

面を中心に、専門的な知見に基づき、監督・助言等を行うなど、

意思決定の妥当性・適正性を確保するために適切な役割を果たし

ております。

新井田　哲也
社外取締役

（監査等委員）

当事業年度開催の取締役会13回のすべてに出席し、また、当事業

年度開催の監査等委員会13回のすべてに出席しました。主に、税

理士としての見地から、取締役会では、当該視点から積極的な意

見を述べており、経験および専門的な知見に基づき、監督・助言

を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保ために適切な役割

を果たしております。

③社外役員に関する事項

（ⅰ）他の法人等の役員等の兼職状況

（ⅱ）当事業年度における主な活動及び社外取締役に期待される役割に関して行った職

務の概要

④責任限定契約の内容の概要

　当社と各監査等委員である取締役との間で、会社法第427条第１項に基づき、会社法第

423条第１項の責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償限度額は

会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。
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会計監査人の状況

支　払　額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額
20,500千円

　公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その

他の財産上の利益の合計額
20,500千円

(3) 会計監査人の状況

　①　名称　　　監査法人ナカチ

②　報酬等の額

（注） 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③　子会社等の監査に関する事項

　当社の重要な子会社等は、当社の会計監査人以外の監査法人による監査を受け
ております。

④　会計監査人の報酬等に監査等委員会が同意した理由

　当社監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況
および報酬見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行
ったうえで、会計監査人の報酬等の額について相当であるとの判断をし、同意い
たしました。

⑤　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に掲げる事由に
該当すると認められ、その必要があると判断した場合は、監査等委員全員の同意
により会計監査人を解任いたします。
　また、当社監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある等、その必
要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任
に関する議案の内容を決定いたします。
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業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する基本方針

理研コランダム憲章

・日本を代表する研削・研磨のトップ企業として、社会的責任を自覚し、法令・

ルールを厳格に遵守し、社会的規範にもとることのない、誠実かつ公平な企業

活動を推進する。

・お客様を第一と考え、常に最高の製品・サービスを提供する。

・株主、市場から高く評価され、広く社会から信頼される。

・社員にとって働き甲斐があり、魅力に富んだ職場にする。

行動指針

・公正・透明・自由な競争を実践し、会社資産の保全・拡大に努める。

・一人ひとりが高い倫理観（例えば、「安全第一」「嘘をつかない」「ルールを

守る」「反社会的勢力に対しては隙を見せず、毅然とした対応を行う」「公私

に亘り節度ある行動をする」等）を持って自主的・自立的に行動し、協力して

業務を遂行し、自由闊達な職場を築く。

(4) 業務の適正を確保するための体制

　当社は、「取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

その他株式会社の業務の適正を確保するために必要な体制の整備｣(内部統制システムの基

本方針)について、以下のとおり定めております。

① 　経営理念

　当社は経営理念として「理研コランダム憲章」を掲げ、その実現に向けた「行動指針」

を設定しています。

② 　内部統制システムの構築、運営による経営理念「理研コランダム憲章」の実現

　当社は内部統制システムを、「事業遂行上不可避的に発生し、直面するさまざまなリス

クの評価・管理、業務の有効性および効率性の維持向上、適時開示の実行と財務報告の信

頼性の確保、コンプライアンスの徹底、資産の保全等により企業価値を高め、ステークホ

ルダーから高い評価を得るため、当社のあらゆる業務プロセスの中に組み込まれ、運営さ

れ、改善される経営上の仕組みである。」と捉え、その構築と、運営を進めてまいりま

す。
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業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する基本方針

③　具体的な取り組み事項

(ⅰ) 取締役、使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

1）コンプライアンスおよびリスク管理を統括する組織として「コンプライアンス・リ

スク管理委員会」を設け、当社グループにおいて「コンプライアンス管理規程」およ

び「リスク管理規程」に準拠した業務推進を図るとともに、製造業として重要課題で

ある｢環境・安全｣関係の法令等については、これを専管する組織を設けております。

2）当社グループにおいて、「内部通報規程」に準拠し、コンプライアンス違反の発生

拡大を防止するために有効に機能する内部通報体制を構築しております。

3）不当要求防止責任者のもと社内関係部門および社外専門機関との連絡、協力体制を

整備し、当社グループとして反社会的勢力に対しては隙を見せず毅然とした対応を行

っております。

4）財務報告に係る内部統制構築基本方針にのっとり、会計監査人、監査等委員会とも

必要な調整を図りつつ、公表された内部統制の整備・評価に準拠し、内部統制の有効

性を適時適切に評価・公表し得る体制を構築しております。

(ⅱ) 損失の危険（リスク）の管理に関する規程その他の体制

当社グループにおいて「リスク管理規程」に準拠した業務推進を図るとともに、その

取り組みのひとつとして、各担当部門において専門的な立場から、各種リスクの評価・

管理を目的として、各担当部門の部長の責任のもとで「組織・業務自主点検」を毎月実

施しております。

また、平時においては各部にてその有するリスクの洗い出しとその低減等に取り組む

とともに、コンプライアンス・リスク管理委員会事務局は、定期的にモニタリングを実

施し、また、災害発生時等に備えて事業継続計画書（BCP）を策定し、本計画書に基づい

た訓練を行っております。

(ⅲ) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は定例の「取締役会」を原則毎月１回開催し重要事項の決定ならびに取締役の業

務執行状況の監督等を行っております。また年１回以上群馬工場で取締役会を開催し現

場との交流を図ることで、効率的な現場の把握、情報の共有に努めてまいります。

業務の運営については将来の事業環境を踏まえ当社グループとしての中期経営計画お

よび各年度予算を立案し全社的な目標を設定しており、各部門においてはその目標達成

に向けて具体策を立案実行いたします。その遂行状況は課長以上の管理職が出席する会
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業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する基本方針

議を月１回開催し、業績・状況の把握できる体制を整えるとともに、効率の良い業務執

行に努めてまいります。

(ⅳ) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

当社は法令、社内規程「文書管理規程」に基づき文書の保存を行っております。また

情報の管理については「機密管理規程」・「パソコン管理規程」を定めて対応しており

ます。

(ⅴ) 業務の適正を確保するための体制

「内部監査規程」に準拠し、コンプライアンス・リスク管理事務局が毎年全部門およ

び一部営業拠点・工場について業務監査を実施し、加えてＩＳＯ委員会内部監査委員お

よびJ-SOX内部監査委員がそれぞれ原則年２回の内部監査を実施し、その結果をコンプラ

イアンス・リスク管理委員会に報告しております。

また、当社グループの経営については、その自主性を尊重しつつ、「関係会社管理規

程」を定め、当社グループの業務の適正確保を見据えた管理方針等を明定するととも

に、事業内容の定期的な報告と重要案件についての報告および事前協議を取締役会で行

っております。

(ⅵ) 監査等委員会に報告するための体制

当社グループの役員（監査等委員である取締役を除く。）および従業員は、その職務

の状況について、取締役会等の重要会議の場で、監査等委員に定期的に報告を行うほ

か、必要の都度、遅滞なく報告しております。

なお、監査等委員へ報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利な取り

扱いを受けないことを確保しております。

また、当社は役員（監査等委員である取締役を除く。）および従業員合計で百数十名

の規模であり、監査等委員会に対して専従の支援要員を配置しないものの、監査等委員

が求めた場合は管理部員が補助を行い、その際の当該部員は、もっぱら監査等委員の指

揮命令に従うものとしております。

(ⅶ) 監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社グループの役員（監査等委員である取締役を除く。）および従業員は監査等委員

監査に対する理解を深め、監査等委員監査の環境を整備するように努めております。
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また、監査等委員は代表取締役と定期的に会合をもち、会社が対処すべき課題、監査

等委員監査の環境整備の状況、監査上の重要課題について意見を交換し、併せて必要と

判断される要請を行っております。

なお、監査等委員は会計監査人から報告と説明を受け、必要に応じて意見交換を行

い、子会社事業所への往査に同行するなど、会計監査人の独立性を監視するとともに連

携を図っております。

また、監査等委員ならびに監査等委員会が監査の実施にあたり、弁護士その他の外部

専門家・アドバイザーを任用する等、職務を遂行するうえで生ずる必要な費用の支出、

前払い等を求めた場合、当社は、監査の職務の執行に必要でないと明らかに認められる

場合を除き、その費用を負担いたします。

(5) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社取締役会は、本事業年度に12回の定例取締役会および１回の臨時取締役会を開

催し、経営上の重要事項を協議・決定するとともに、各部門における執行状況につい

て、取締役会で決定した年度計画、中期経営計画の進捗状況も含めた報告を受けており

ます。

内部監査については、本事業年度において、全部門および一部拠点の業務監査を原則

無予告にて実施し、さらに年２回のISO委員会内部監査を行い適正化を図るとともに、J-

SOX内部監査による有効性評価を実施いたしました。

また、当社は、「組織・業務自主点検」を行っておりますが、本事業年度につきまし

ても、全部門、全拠点が毎月もれなく実施し、業務・運営の適切性等について点検をい

たしました。

なお、社長を委員長とした「コンプライアンス・リスク管理委員会」を本事業年度は

4回開催し、各内部監査および自主点検についての本事業年度取組方針、実施状況および

その結果について報告、検証いたしました。

(6) 会社の支配に関する基本方針

　当社は、当社の企業価値および株主共同の利益の確保・向上を目的として、「当社の財

務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」を定めています。

①　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は上場会社であることから、当社の株主は市場での自由な取引を通じて決定される
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べきであり、当社の支配権の移転を伴う大規模買付行為に対しても、これに応じるか否か

は最終的には個々の株主の皆様の判断・意思に基づくべきものと考えております。

　しかしながら、大規模買付行為の中には、会社経営陣との十分な協議・合意のプロセス

を経ることなく、また株主の皆様への十分な情報開示がなされることなく強行されるも

の、あるいはその目的等から判断して、企業価値および株主共同の利益を毀損するおそれ

のあるものなどが含まれる可能性があります。

　当社は、このような当社の企業価値および株主共同の利益を毀損するような大規模買付

行為を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として適当ではなく、

このような者による当社株式の大量取得行為に関しては、必要かつ相当な手段を探ること

により、当社の企業価値・株主共同の利益を確保する必要があると考えています。

②　基本方針の実現に資する取り組み

　当社は、当社の経営理念を定めた理研コランダム憲章に基づき、短期的または再現性を

欠く成果の追求に陥ることなく、当社ブランドである「地球印ブランド」の更なる強化を

図ること、また研磨布紙等製造販売事業とＯＡ器材部材等製造販売事業との間の緊密な連

携を推進し、競争力の源泉である「技術開発・人材開発力、顧客サービス・市場開拓力」

の更なる伸張を図ること、加えて株主、顧客、取引先、社員、地域社会等のステークホル

ダーの皆様との円滑な関係を構築すること等によって、当社の企業価値および株主共同の

利益の向上は実現されることとなり、上記①に定める「基本方針」の実現に資するものと

考えております。

(7) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は安定的な配当の継続、将来の事業展開に備えた内部留保の充実等に配慮しながら

業績に対応した配当を行う方針であります。

　内部留保につきましては、業界における競争の激化などに対処し、研究設備および製造

設備等を強化するための資金需要に備える所存であり、将来の利益に貢献し、株主各位に

対する安定した配当に寄与できるものと考えております。

　当事業年度の期末配当金につきましては、１株につき30円とさせていただくことを2024

年３月28日に開催される第125回定時株主総会にお諮りいたします。すでに、2023年９月

８日に実施済みの中間配当金30円とあわせまして、年間配当金は１株当たり60円となりま

す。
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連結貸借対照表

（2023年12月31日現在） （単位　千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 性 預 金

そ の 他
　

3,011,412

963,659

87,912

238,327

506,568

554,487

487,632

146,655

29,421

△3,250

3,397,036

1,794,687

752,512

392,741

328,763

211,333

109,338

45,233

1,557,115

536,617

1,000,000

20,498
　

流 動 負 債 1,194,070

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 338,535

電 子 記 録 債 務 319,121

設 備 関 係 支 払 手 形 58,660

設 備 電 子 記 録 債 務 61,557

短 期 借 入 金 200,000

１年内返済予定の長期借入金 12,000

リ ー ス 債 務 19,496

未 払 法 人 税 等 3,945

そ の 他 180,757

固 定 負 債 352,615

長 期 借 入 金 38,000

リ ー ス 債 務 71,045

繰 延 税 金 負 債 132,322

退 職 給 付 に 係 る 負 債 32,886

長 期 預 り 金 60,752

資 産 除 去 債 務 10,000

そ の 他 7,610

負 債 合 計 1,546,685

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 4,599,673

資 本 金 500,000

資 本 剰 余 金 89,675

利 益 剰 余 金 4,058,247

自 己 株 式 △48,249

その他の包括利益累計額 262,089

その他有価証券評価差額金 250,661

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △1,623

為 替 換 算 調 整 勘 定 13,051

純 資 産 合 計 4,861,762

資 産 合 計 6,408,447 負 債 ・ 純 資 産 合 計 6,408,447

連 結 貸 借 対 照 表

－ 21 －



2024/02/29 15:31:16 / 23063085_理研コランダム株式会社_招集通知_電子提供措置用

連結損益計算書

( 2023年１月１日から
2023年12月31日まで )

（単位　千円）

科 目 金 額

売 上 高 4,184,695

売 上 原 価 3,390,196

売 上 総 利 益 794,499

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 679,586

営　　　　業　　　　利　　　　益 114,913

営 業 外 収 益

受 取 利 息 28

受 取 配 当 金 23,866

為 替 差 益 4,198

そ の 他 5,785 33,878

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4,336

売 上 債 権 売 却 損 1,353

そ の 他 1,799 7,488

経 常 利 益 141,302

特 別 損 失

工 場 再 編 費 用 14,869 14,869

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 126,433

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,708

法 人 税 等 調 整 額 28,050 30,758

当 　 　 　 期 　 　 　 純 　 　 　 利 　 　 　 益 95,675

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 95,675

連 結 損 益 計 算 書
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連結株主資本等変動計算書

( 2023年１月１日から
2023年12月31日まで )

（単位　千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 500,000 89,675 4,035,729 △354 4,625,049

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △73,157 △73,157

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

95,675 95,675

自 己 株 式 の 取 得 △47,895 △47,895

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 22,518 △47,895 △25,377

当 期 末 残 高 500,000 89,675 4,058,247 △48,249 4,599,673

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計その他有価証券評
価 差 額 金

繰延ヘッジ損益
為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 186,021 △2,670 10,660 194,011 4,819,061

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △73,157

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

95,675

自 己 株 式 の 取 得 △47,895

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

64,640 1,047 2,391 68,078 68,078

当 期 変 動 額 合 計 64,640 1,047 2,391 68,078 42,701

当 期 末 残 高 250,661 △1,623 13,051 262,089 4,861,762

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

連結注記表

１．記載金額は千円未満を四捨五入によって表示しております。

２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

・連結子会社の数 １社

・主要な連結子会社の名称 理研香港有限公司

(2) 持分法の適用に関する事項

　　持分法適用会社はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

子会社の事業年度の末日は、連結会計年度と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準および評価方法

イ．その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

・市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．デリバティブ

　原則として時価法を採用しております。

ハ．棚卸資産

　当社および在外連結子会社は、移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。
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連結注記表

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

　当社は定率法を、在外連結子会社は定額法を採用しております。

　但し、当社が1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び

に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を

採用しております。

　なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。

建物及び構築物 31～38年

機械装置及び運搬具 ９～12年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　但し、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

ハ．リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

③　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

売掛金等の債権の貸倒れ損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法

　当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産に基づき計上しておりま

す。退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　なお、当連結会計年度において年金資産見込額が退職給付債務見込額を下回って

いるため、その差額を固定負債の「退職給付に係る負債」に計上してあります。
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⑤　重要な収益及び費用の計上基準

　当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履

行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時

点）は以下のとおりであります。

　当社グループは研磨布紙等製造販売事業、OA器材部材等製造販売事業及び不動産

賃貸事業を主な事業としております。

　研磨布紙等製造販売事業及びOA器材部材等製造販売事業における商品および製品

の販売については、引渡時点において顧客が当該商品および製品に対する支配を獲

得し、履行義務が充足されると判断していることから、商品および製品の引渡時点

で収益を認識しております。ただし、当該国内の販売については、出荷基準で収益

を認識しております。収益は顧客との契約において約束された対価から返品、値引

き、割戻し及び有償支給取引等を控除した金額で測定しております。

　取引の対価は履行義務を充足してから1年以内に受領しており、重要な金融要素

は含まれておりません。

　不動産賃貸事業に係る収益については、土地賃料及び事業所テナント賃料であ

り、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号　2007年３月30日）に

基づき収益を認識しております。

(5)  その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

ヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジを採用しております。なお、為替予約については、振当処理の要件

を満たしている場合には、振当処理を採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段

　為替予約

　ヘッジ対象

　製・商品及び原材料輸入による予定取引
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ハ．ヘッジ方針

　主に当社の内規である「デリバティブ取引規程」に基づき、為替変動リスクを

ヘッジしております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約取引については、ヘッジ方針に基づき、同一通貨で同一期日の為替予

約を締結しており、その後の為替相場の変動による相関関係が確保されているた

め、有効性の評価を省略しております。

３．会計方針の変更に関する注記

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021

年６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計期間の期首

から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従っ

て、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用するこ

とといたしました。なお、連結計算書類に与える影響はありません。
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４．会計上の見積りに関する注記

棚卸資産の評価

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

商品及び製品　　　554,487千円

仕掛品          　487,632千円

原材料及び貯蔵品　146,655千円

売上原価（棚卸資産評価損及び棚卸資産廃棄損）　39,414千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループの棚卸資産は、研磨布紙事業及びOA機器の製造・販売に必要な商品

および製品、仕掛品及び原材料であります。

　当社グループの棚卸資産は見込み生産により製造を行っているため、需要予測に

比して販売実績が下方乖離し一定の回転期間を超える棚卸資産が発生した場合、当

該棚卸資産を滞留在庫と定義しており、棚卸資産評価損及び棚卸資産廃棄損を計上

しております。棚卸資産評価損及び棚卸資産廃棄損の大部分は滞留在庫から発生し

ています。

　滞留在庫については、将来の販売又は使用見込みの予測を踏まえたうえで規則的

に帳簿価額を減額し、棚卸資産評価損を計上しておりますが、需要見込みの相違に

より滞留在庫が大幅に増加した場合や将来の販売又は使用見込みの予測との大幅な

乖離が生じた場合には、翌連結会計年度の連結計算書類に影響を及ぼす可能性があ

ります。
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建物及び構築物 469,545千円

土地 39,635千円

合計 509,180千円

短期借入金 100,000千円

(2) 有形固定資産減価償却累計額 3,159,398千円

建物及び構築物 91,704千円

当座貸越極度額

借入金実行残高

750,000千円

200,000千円

差引額 550,000千円

(5) 受取手形裏書譲渡高 7,807千円

株 式 の 種 類
当連結会計年度期首
の 株 式 数 ( 株 )

当 連 結 会 計 年 度
増加株式数 (株 )

当 連 結 会 計 年 度
減少株式数 (株 )

当連結会計年度末
の 株 式 数 ( 株 )

普 通 株 式 922,128 － － 922,128

５．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

同上に対応する債務額

(3) 圧縮記帳

 　受取保険金により取得した固定資産の取得価額から直接控除している圧縮記帳累計

額

(4) 当座貸越契約

 　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約

を締結しております。これら契約に基づく借入金未実行残高は、以下のとおりであ

ります。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類および総数に関する事項
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・株式の種類 普通株式

・配当金の総額 46,098千円

・１株当たり配当金額 50円00銭

・基準日 2022年12月31日

・効力発生日 2023年３月31日

・株式の種類 普通株式

・配当金の総額 27,059千円

・１株当たり配当金額 30円00銭

・基準日 2023年６月30日

・効力発生日 2023年９月８日

・株式の種類 普通株式

・配当金の総額 27,059千円

・配当金の原資 利益剰余金

・１株当たり配当金額 30円00銭

・基準日 2023年12月31日

・効力発生日 2024年３月29日

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

イ．2023年３月30日開催の第124回定時株主総会決議による配当に関する事項

ロ．2023年８月８日開催の取締役会決議による配当に関する事項

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

　度になるもの

　2024年３月28日開催予定の第125回定時株主総会において次のとおり付議いたし

ます。
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連結貸借対照表
計上額（*１）

時価（*１） 差額（*２）

①現金及び預金 963,659 963,659 －

②受取手形 87,912 87,912 －

③電子記録債権 238,327 237,327 －

④売掛金 506,568 506,568 －

⑤投資有価証券

　その他有価証券 536,617 536,617 －

⑥支払手形及び買掛金 （338,535） （338,535） －

⑦設備支払手形 （58,660） （58,660） －

⑧短期借入金 （200,000） （200,000） －

⑨長期借入金（1年内返済
予定の長期借入金を含む）

（50,000） （49,969） △31

⑩デリバティブ取引 （2,335） （2,335） －

７．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関か
らの借入により資金を調達しております。
　受取手形、電子記録債権及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿
ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場
株式について３か月ごとに時価の把握を行っております。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ
を目的とした先物為替予約取引であります。なお、デリバティブは内部管理規程に従
い、実需の範囲で行うこととしております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2023年12月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、
時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位　千円）

(*１) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
(*２) 連結貸借対照表計上額が時価を上回っている場合の差額は、正の数で示しており

ます。
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連結貸借対照表計上額 時価

88,217 4,520,048

（注）1.有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

①現金及び預金、②受取手形、③電子記録債権、並びに④売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。
⑤投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
⑥支払手形及び買掛金、⑦設備支払手形、並びに⑧短期借入金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと
から、当該帳簿価額によっております。
⑨長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む）
　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される
利率で割り引いた現在価値により算定しております。
⑩デリバティブ取引
　為替予約のうち振当処理によっているものは、ヘッジ対象とされている外貨建金
銭債務と一体として処理されているため、その時価は、外貨建金銭債務の時価に含
めて記載しております。
　為替予約のうち振当処理によっていないものは、取引金融機関等から提示された
価格等に基づき算定しております。

2.非上場株式（連結貸借対照表計上額19,346千円）は、市場価格がなく、かつ
将来キャッシュ・フローを見積ることができないため、「⑤投資有価証券　
その他有価証券」には含めておりません。

８．賃貸等不動産に関する注記
(1)賃貸等不動産の状況に関する事項

      当社では、東京都において、賃貸用の土地を有しております。
(2)賃貸等不動産の時価に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）

(注) 当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づ
いて算定した金額であります。
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報告セグメント

合　計
研磨布紙等

製造販売事業

OA器材部材等

製造販売事業

不動産賃

貸事業

売上高

　日本 3,196,099 450,653 － 3,646,751

　アジア 260,529 70,743 － 331,272

　その他 18,251 － － 18,251

顧客との契約か

ら生じる収益
3,474,878 521,395 － 3,996,274

その他の収益 － － 188,422 188,422

外部顧客への売

上高
3,474,878 521,395 188,422 4,184,695

(1)１株当たり純資産額 5,390円23銭
(2)１株当たり当期純利益 105円48銭

９．収益認識に関する注記

(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

(2)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は「連結注記表 （4）会計方針に関する

事項 ⑤重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3)当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

　過去の期間に充足した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益に重要性

はありません。

10．１株当たり情報に関する注記

11．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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12．その他の注記
（1）退職給付に関する注記

①退職給付制度の概要
　当社は確定給付型の制度として、キャッシュバランスプランを採用しておりま
す。
なお、連結子会社は退職給付制度を設けておりません。
また、当社の退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る資産または負債及び
退職給付費用を計算しております。

②退職給付債務に関する事項
退職給付債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　566,565千円
年金資産残高　　　　　　　　　　　　　　　　　△533,679千円　
退職給付に係る負債　　　　　　　　　　　　　　　 32,886千円

③退職給付費用に関する事項
簡便法で計算した退職給付費用　　　　　　　　　　 20,190千円　
退職給付費用合計　　　　　　　　　　　　　　　　 20,190千円

（2）資産除去債務に関する注記
資産除去債務の内連結貸借対照表に計上しているもの
①当該資産除去債務の概要

　店舗及び工場等の不動産賃貸契約に伴う原状回復義務及び石綿障害予防規則等に
伴うアスベスト除去費用であります。

②当該資産除去債務の金額の算定方法
　使用見込期間を取得より29年と見積り、割引率は0.000％から2.023％を使用して
資産除去債務の金額を計算しております。

③当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25,500千円
有形固定資産の取得に伴う増加額　　　　　　　　　　　　－千円
資産除去債務の履行に伴う減少額　　　　　　　　　△15,500千円
時の経過による調整額　　　　　　　　　　　　　　　　　－千円
連結子会社売却による減少額　　　　　　　　　　　　　　－千円
見積の変更による増加額　　　　　　　　　　　　　　　　－千円
期末残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10,000千円
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（2023年12月31日現在） （単位　千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ エ ア

水 道 施 設 利 用 権

リ ー ス 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 性 預 金

関 係 会 社 株 式

出 資 金

そ の 他
　

2,950,864

933,869

87,912

238,327

488,816

541,482

487,632

146,655

12,415

17,006

△3,250

3,396,826

1,793,723

731,362

21,150

391,589

1,152

46,993

328,763

61,381

211,333

45,233

26,197

1,884

1,178

82

15,894

1,557,870

536,617

1,000,000

1,591

10,323

9,339
　

流 動 負 債 1,175,757
支 払 手 形 82,807
電 子 記 録 債 務 319,121
設 備 関 係 支 払 手 形 58,660
設 備 電 子 記 録 債 務 61,557
買 掛 金 239,284
短 期 借 入 金 200,000
１年内返済予定の長期借入金 12,000
リ ー ス 債 務 18,589
未 払 金 42,647
未 払 費 用 86,930
未 払 法 人 税 等 3,437
預 り 金 18,303
そ の 他 32,424

固 定 負 債 352,061
長 期 借 入 金 38,000
リ ー ス 債 務 71,045
繰 延 税 金 負 債 131,768
長 期 預 り 金 60,752
資 産 除 去 債 務 10,000
退 職 給 付 引 当 金 32,886
そ の 他 7,610

負 債 合 計 1,527,818
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 4,570,834
資 本 金 500,000
資 本 剰 余 金 89,675
資 本 準 備 金 89,675

利 益 剰 余 金 4,029,408
利 益 準 備 金 125,000
そ の 他 利 益 剰 余 金 3,904,408
配 当 準 備 積 立 金 250,000
固定資産圧縮積立金 84,319
別 途 積 立 金 1,268,700
繰 越 利 益 剰 余 金 2,301,389

自 己 株 式 △48,249
評 価 ・ 換 算 差 額 等 249,038

その他有価証券評価差額金 250,661
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △1,623

純 資 産 合 計 4,819,872
資 産 合 計 6,347,690 負 債 ・ 純 資 産 合 計 6,347,690

貸借対照表
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損益計算書

( 2023年１月１日から
2023年12月31日まで )

（単位　千円）

科 目 金 額

売 上 高 4,116,417

売 上 原 価 3,343,267

売 上 総 利 益 773,150

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 666,347

営 業 利 益 106,803

営 業 外 収 益

受 取 利 息 19

受 取 配 当 金 23,866

為 替 差 益 5,644

そ の 他 5,785 35,315

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4,195

売 上 債 権 売 却 損 1,353

そ の 他 1,799 7,347

経 常 利 益 134,771

特 別 損 失

工 場 再 編 費 用 14,869 14,869

税 引 前 当 期 純 利 益 119,902

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,200

法 人 税 等 調 整 額 27,741 29,941

当 期 純 利 益 89,961

損　益　計　算　書

－ 36 －



2024/02/29 15:31:16 / 23063085_理研コランダム株式会社_招集通知_電子提供措置用

株主資本等変動計算書

( 2023年１月１日から
2023年12月31日まで )

（単位　千円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株主資本
合 計資 本

準備金

資 本
剰余金
合 計

利  益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金
合 計配当準備

積 立 金

固定資
産圧縮
積立金

別 途 積 立 金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 500,000 89,675 89,675 125,000 250,000 85,529 1,268,700 2,283,375 4,012,604 △354 4,601,924

当 期 変 動 額

固定資産圧縮積立金の取崩し △1,210 1,210 － －

剰 余 金 の 配 当 △73,157 △73,157 △73,157

当 期 純 利 益 89,961 89,961 89,961

自 己 株 式 の 取 得 △47,895 △47,895

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － △1,210 － 18,015 16,804 △47,895 △31,091

当 期 末 残 高 500,000 89,675 89,675 125,000 250,000 84,319 1,268,700 2,301,389 4,029,408 △48,249 4,570,834

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 186,021 △2,670 183,351 4,785,276

当 期 変 動 額 　　　　　　　　 －

固定資産圧縮積立金の取崩し －

剰 余 金 の 配 当 △73,157

当 期 純 利 益 89,961

自 己 株 式 の 取 得 △47,895

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

64,640 1,047 65,687 65,687

当 期 変 動 額 合 計 64,640 1,047 65,687 34,596

当 期 末 残 高 250,661 △1,623 249,038 4,819,872

株主資本等変動計算書
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個別注記表

個別注記表

１．記載金額は千円未満を四捨五入によって表示しております。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準および評価方法

①　子会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

②　その他有価証券

・市場価格の無い株式等以外のもの
　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）を採用しております。
・市場価格の無い株式等

　移動平均法による原価法を採用しております。

③　デリバティブ

　原則として時価法を採用しております。

④　棚卸資産

　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定）を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年
４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物については、定額法を採用して
おります。
　なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。

建物 31～38年

機械及び装置 ９～12年

　　②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　但し、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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個別注記表

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金
　売掛金等の債権の貸倒れ損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。

②　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および

年金資産に基づき計上しております。退職給付引当金および退職給付費用の計

算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用い

た簡便法を適用しております。

　なお、当事業年度において年金資産見込額が退職給付債務見込額を下回って

いるため、その差額を固定負債の「退職給付引当金」に計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内

容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のと

おりであります。

　当社は研磨布紙等製造販売事業、OA器材部材等製造販売事業及び不動産賃貸事業を

主な事業としております。

　研磨布紙等製造販売事業及びOA器材部材等製造販売事業における商品および製品の

販売については、引渡時点において顧客が当該商品および製品に対する支配を獲得

し、履行義務が充足されると判断していることから、商品および製品の引渡時点で収

益を認識しております。ただし、当該国内の販売については、出荷基準で収益を認識

しております。収益は顧客との契約において約束された対価から返品、値引き、割戻

し及び有償支給取引等を控除した金額で測定しております。

　取引の対価は履行義務を充足してから1年以内に受領しており、重要な金融要素は

含まれておりません。

　不動産賃貸事業に係る収益については、土地賃料及び事業所テナント賃料であり、

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号　2007年３月30日）に基づき

収益を認識しております。
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個別注記表

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

ヘッジ会計の方法

　イ　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジを採用しております。なお、為替予約については、振当処理の要件

を満たしている場合には、振当処理を採用しております。

  ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段

　為替予約

　ヘッジ対象

　製・商品及び原材料輸入による予定取引

　ハ　ヘッジ方針

　主に当社の内規である「デリバティブ取引規程」に基づき、為替変動リスクを

ヘッジしております。

  ニ　ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約取引については、ヘッジ方針に基づき、同一通貨で同一期日の為替予

約を締結しており、その後の為替相場の変動による相関関係が確保されているた

め、有効性の評価を省略しております。

３．会計方針の変更に関する注記

「時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用」

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第31号　2021年

６月17日。以下「時価算定基準適用指針」という。)を当事業年度の期首から適用し、

時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計

基準適用指針が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしました。な

お、当該会計方針の変更による計算書類に与える影響はありません。
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個別注記表

建物 469,545千円

土地 39,635千円

合計 509,180千円

短期借入金 100,000千円

(2) 有形固定資産減価償却累計額 3,142,991千円

建物 91,704千円

①　短期金銭債権 48千円

②　短期金銭債務 12,471千円

当座貸越極度額

借入金実行残高

750,000千円

200,000千円

差引額 550,000千円

(6) 受取手形裏書譲渡高 7,807千円

４．会計上の見積りに関する注記

棚卸資産の評価

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

商品及び製品　　　541,482千円

仕掛品      　　　487,632千円

原材料及び貯蔵品　146,655千円

売上原価（棚卸資産評価損及び棚卸資産廃棄損）　35,513千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　内容につきましては、連結注記表「４．会計上の見積りに関する注記②識別した

項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」の内容と同一であります。

５．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

同上に対応する債務額

(3) 圧縮記帳

 　受取保険金により取得した固定資産の取得価額から直接控除している圧縮記帳累計

額

(4) 関係会社に対する金銭債権、債務

(5) 当座貸越契約

 　運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく借入金未実行残高は、以下のとおりであります。
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個別注記表

①　売上高 2,552千円

②　仕入高 50,879千円

③　販売費及び一般管理費 10,903千円

株 式 の 種 類
当事業年度期首の
株  式  数  ( 株 )

当 事 業 年 度
増加株式数 (株 )

当 事 業 年 度
減少株式数 (株 )

当 事 業 年 度 末 の
株  式  数  ( 株 )

普 通 株 式 170 20,000 － 20,170

６．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

７．株主資本等変動計算書に関する注記

　(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

 　連結計算書類の連結注記表「６．連結株主資本等変動計算書に関する注記」に同

一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

　(2) 自己株式の数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加20,000株は、会社法第156条に基づく自己株式の取得によるもの

であります。

　(3) 剰余金の配当に関する事項

 　連結計算書類の連結注記表「６．連結株主資本等変動計算書に関する注記」に同

一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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個別注記表

繰延税金資産

棚卸資産評価損否認 6,344千円

貸倒引当金超過額 991千円

繰越欠損金 7,488千円

長期未払費用否認 2,373千円

減損損失否認 109千円

退職給付引当金否認 10,030千円

未払事業税否認 1,678千円

繰延ヘッジ損益 712千円

その他 3,837千円

繰延税金資産小計 33,561千円

△18,324千円評価性引当額 (注)

繰延税金資産合計 15,238千円

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 37,003千円

その他有価証券評価差額金 110,002千円

繰延税金負債合計 147,006千円

繰延税金負債の純額 131,768千円

８．税効果会計に関する注記

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

　　　　(注)評価性引当額の変動の主な内容は、退職給付引当金に係る評価性引当額の減

少であります。
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個別注記表

(1)　１株当たり純資産額 5,343円79銭

(2)　１株当たり当期純利益 99円18銭

９．リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両及び事務機器等の一部については、所有

権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

10．収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「９．収益認識に関する注記」

に記載のとおりであります。

11．１株当たり情報に関する注記

12．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 髙 村 俊 行

業務執行社員 公認会計士 秋 山 浩 一

2024年2月22日

理研コランダム株式会社
取締役会　御中

監 査 法 人　ナ カ チ
東 京 都 千 代 田 区

　監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、理研コランダム株式会社の2023年1月1日から

2023年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、理研コランダム株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る
期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独
立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備
及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監

査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆
候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算

書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能
性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ
らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関
して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実
性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、
又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対
して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに
入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で
きなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成
及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを
評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に
関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の
事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去す
ための対応策又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。
                                                                               　以　上
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独立監査人の監査報告書

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 髙 村 俊 行

業務執行社員 公認会計士 秋 山 浩 一

2024年2月22日

理研コランダム株式会社

取締役会　御中

監 査 法 人　ナ カ チ
東 京 都 千 代 田 区

　監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、理研コランダム株式会社の2023年1月1

日から2023年12月31日までの第125期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について
監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備
及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査

法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候
があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査人の監査報告
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が
あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ
らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査
に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した
監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び
内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の
事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去す
るための対応策又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場
合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
                                                                                以　上
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監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2023年1月1日から2023年12月31日までの第125期事業年度における取
締役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いた
します。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締
役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている業務の適正を確保するための体
制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につ
いて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の
方法で監査を実施いたしました。
①　監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査方針、職務の分担
等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用
人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重
要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調
査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報
の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及
び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ
ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監
査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を
受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細
書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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２．監査の結果
(1)　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し
ているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な
事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。ま
た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行に
ついても、指摘すべき事項は認められません。

(2)　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人監査法人ナカチの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3)　連結計算書類の監査結果
　 会計監査人監査法人ナカチの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年2月29日
理研コランダム株式会社　監査等委員会

常勤監査等委員 塩 山 勝 徳 ㊞
監 査 等 委 員 長 﨑 俊 樹 ㊞
監 査 等 委 員 新井田　哲　也 ㊞

（注）監査等委員 長﨑俊樹及び新井田哲也は、会社法第2条第15号及び第331条第6項に規

定する社外取締役であります。

以　上
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剰余金処分議案

株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

剰余金の処分につきまして、次のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項

第125期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等を勘案し、

以下のとおりといたしたいと存じます。

（1）配当財産の種類

金銭といたします。

（2）配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式1株につき30円。総額は27,058,740円となります。

これにより中間配当金を含めました当期の年間配当金は、１株につき60円となりま

す。なお、この場合の配当総額は54,117,480円となります。

（3）剰余金の配当が効力を生じる日

2024年３月29日といたしたいと存じます。

２．剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は安定的な配当の継続、将来の事業展開に備えた内部留保の充実等に配慮しなが

ら業績に対応した配当を行う方針であります。

内部留保につきましては、業界における競争の激化などに対処し、研究設備および製

造設備等を強化するための資金需要に備える所存であり、将来の利益に貢献し、株主各

位に対する安定した配当に寄与できるものと考えております。
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定款一部変更の件

現　行　定　款 変　更　案

（目的）

第３条　当会社は下記の事業を営むこと

を目的とする。

１．研磨布紙の製造、販売および輸出入

２．研磨材料および研磨用品の製造、加

工、販売および輸出入

３．事務用機器部品の製造、販売および

輸出入

４．電気照明器具の製造、販売および輸

出入

５．空気洗浄器の製造、販売および輸出

入

６．電子部品、半導体の販売および輸出

入

７．不動産の管理および賃貸

８．他の事業に対する投資

９．前各号の業務に付帯関連する一切の

事業

（目的）

第３条　当会社は下記の事業を営むこと

を目的とする。

１．研磨布紙の製造、販売および輸出入

２．研磨材料および研磨用品の製造、加

工、販売および輸出入

３．事務用機器部品の製造、販売および

輸出入

４．不動産の管理および賃貸

５．他の事業に対する投資

６．前各号の業務に付帯関連する一切

第2号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

（1）変更案第３条第４～６項は、現状では営んでいない事業であり、今後も再開

する予定はないことからこれを削除するものであります。

（2）変更案第15条第１項は、文面に誤記がありそれを修正するものであります。

（3）変更案附則第１条は、既に廃止した監査役に関する事項であり、これを削除

するものであります。

２．変更の内容

変更の内容は次のとおりであります。

(下線部分は変更箇所を示しております。)
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定款一部変更の件

現　行　定　款 変　更　案

（電子提供措置等）

第15条　当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類等の内容であ

る情報ついて、電子提供措置をとる

ものとする。

（附則）

第１条　平成27年12月31日に終了する事

業年度に関する定時株主総会の終結

前の会社法第423条第１項の行為に

関する監査役（監査役であった者を

含む。）の責任の免除および社外監

査役と締結済の責任限定契約につい

ては、なお同定時総会の終結に伴う

変更前の定款第40条の定めるところ

による。

（電子提供措置等）

第15条　当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類等の内容であ

る情報について、電子提供措置をと

るものとする。

（附則）

＜削除＞
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取締役(監査等委員である取締役を除く。)４名選任の件

候補者

番　号

氏　　　名

（生年月日）

略歴、当社における地位、担当

お よ び 重 要 な 兼 業 の 状 況

所有する当社

の 株 式 数

１

ますだ

増田　
と み お

富美雄

（1954年3月21日生）

1978年６月　岡本理研ゴム㈱（現オカモト㈱）入社

2009年６月　オカモト㈱取締役建装部長兼産業用品部長

兼開発室・ＩＳＯ担当

2015年６月　同社常務取締役　人事部、粘着製品部、

建装部、工業用品部、資材部担当

2016年６月　同社取締役監査等委員

2017年３月　当社取締役

2018年１月　当社代表取締役社長（現任）

1,000株

【取締役候補者とした理由】

　同氏は、代表取締役として経営全般にわたる経験と見識を有しております。他の役員を指揮

して、中長期的な成長戦略を着実に実行することが期待できるため、取締役候補者といたしま

した。

２

あまがい

雨貝　　
のぼる

昇

（1956年5月31日生）

1976年４月　ヤマト化学工業㈱入社

2003年１月　オカモト㈱入社

2015年２月　同社茨城工場製造部長代理

2016年１月　当社製造部長

2016年３月　当社取締役

2023年３月　当社常務取締役（現任）

0株

【取締役候補者とした理由】

　同氏は、他社並びに当社の製造部門における豊富な経験等により、当社の経営管理を的確、

公正に遂行することが期待できるため、取締役候補者といたしました。

第３号議案　取締役(監査等委員である取締役を除く。)４名選任の件

取締役４名（全員)は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、

取締役(監査等委員である取締役を除く。)４名の選任をお願いするものであります。

取締役(監査等委員である取締役を除く。) 候補者は次のとおりであります。

なお、本議案については、監査等委員会において検討がなされましたが、監査等委員会

からは、各候補者は、深い専門性、豊富な経験、取締役としての適格性を有しており、各

候補者は当社の取締役として適任であるとの意見表明を受けております。
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取締役(監査等委員である取締役を除く。)４名選任の件

候補者

番　号

氏　　　名

（生年月日）

略歴、当社における地位、担当

お よ び 重 要 な 兼 業 の 状 況

所有する当社

の 株 式 数

３

いしかわ

石川　
かずお

和男

（1960年９月21日生）

1984年４月　熊谷精密㈱入社

2002年４月　三洋精密㈱（現日本電産セイミツ㈱）関連

会社管理課長

2004年５月　当社管理本部財務グループ課長

2013年４月　当社管理本部次長

2015年11月　当社総務部長

2016年３月　当社取締役（現任）

2017年11月　当社経理部長

2023年４月　当社管理部長（現任）

100株

【取締役候補者とした理由】

　同氏は、他社並びに当社の経理部門における豊富な経験等により、当社の経営管理を的確、

公正に遂行することが期待できるため、取締役候補者といたしました。

４

しおやま　　かつのり

塩山　　勝徳

 (1964年5月14日生)

1987年４月　当社入社

2011年４月　当社技術本部課長兼ISO推進室勤務

2014年３月　当社技術本部開発戦略グループ長

2015年11月　当社製造部群馬工場長

2022年１月　当社内部統制室主事

2022年３月　当社取締役監査等委員（現任）

100株

【取締役候補者とした理由】

　同氏は、当社の技術部門並びに製造部門における豊富な経験等により、当社の経営管理を的

確、公正に遂行することが期待できるため、取締役候補者といたしました。

（注）1．取締役候補者増田富美雄氏の上記「略歴、当社における地位、担当および重要

な兼務の状況」の欄には、当社の親会社であるオカモト株式会社およびその子会

社における過去10年間の業務執行者であるときの地位および担当を含めて記載し

ております。

2．当社は役員が職務の遂行にあたり、期待される役割を十分に発揮できるように

するとともに、有用な人材を迎えることができるよう、取締役全員を被保険者と

して、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償保険（D＆O保険）契約を締

結しており、本議案が原案どおり承認され、取締役に就任した場合には、各候補

者は当該保険契約の被保険者となります。当該保険契約では、被保険者である役

員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は、当該責任の追及に係る請求
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取締役(監査等委員である取締役を除く。)４名選任の件

を受けることによって生じることのある損害について補填されることとされてい

ます。但し、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた

損害は補填されないなど、一定の免責事由があります。
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監査等委員である取締役３名選任の件

候補者

番　号

氏　　　名

（生年月日）

略歴、当社における地位、担当

お よ び 重 要 な 兼 業 の 状 況

所有する当社

の 株 式 数

１

え ぐ ち

江口　

しんいち

真一

（1960年10月16日生）

1983年４月　安田生命保険(相)(現明治安田生命保険(相))

入社

2008年４月　明治安田生命保険(相)　大宮支社長

2010年４月  同社法人職域開拓部長

2014年４月　㈱ＭＹＪ リスク管理・コンプライアンス部長

2015年４月　同社内部監査部長

2016年３月　当社取締役経営管理室長

2017年３月　当社常務取締役（現任）

500株

２

なが

長

さき

﨑　

と し き

俊樹

(1953年11月18日生)

1991年４月　長﨑俊樹法律事務所開設

1996年５月　日本弁護士連合会編集委員会委員

1997年４月　同人権擁護委員会委員

1997年５月　同業務対策委員会委員

2002年１月　最高裁判所司法研修所刑事弁護教官

2002年５月　岡村綜合法律事務所パートナー（現任）

2007年11月 新司法試験考査委員

2015年４月　当社社外監査役

2016年３月　当社社外取締役（監査等委員）（現任）

0株

※３

さいとう

齊藤　

りょうた

了太

(1979年６月29日生)

2006年11月　税理士法人プライスウォーターハウスクーパース

（現ＰwＣ税理士法人）勤務

2011年11月　税理士法人青山トラスト（現税理士法人レゾ

ンパ―トナーズ）パートナー

2018年４月　齊藤了太公認会計士事務所代表（現任）

2023年７月　株式会社テクネタックス代表（現任）

0株

第４号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

監査等委員である取締役３名（全員)は、本総会終結の時をもって任期満了となりま

す。つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役の候補者は次のとおりであります。

－ 57 －



2024/02/29 15:31:16 / 23063085_理研コランダム株式会社_招集通知_電子提供措置用

監査等委員である取締役３名選任の件

(注)１．※印は新任の候補者であります。

２. 候補者全員は、監査等委員である取締役候補者であります。

３．長﨑俊樹氏は岡村綜合法律事務所パートナーであり、同事務所は当社と法律顧問

契約を締結しております。

４．その他の候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。

５．長﨑俊樹氏、齊藤了太氏は社外取締役候補者であります。

６．当社は、長﨑俊樹氏を東京証券取引所の定めに基づき、独立役員として届け出て

おり、原案の通り選任された場合、同氏は、引き続き独立役員となる予定であり

ます。

また、齊藤了太氏は、原案どおり選任された場合、東京証券取引所の定めに基づ

き独立役員として届け出る予定であります。

７．社外取締役候補者の選任理由は、以下のとおりであります。

(１)長﨑俊樹氏を社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の内容について

同氏は、直接企業経営に関与された経験はありませんが、弁護士の資格を有さ

れ、日本弁護士連合会の各種委員、最高裁判所司法研修所刑事弁護教官等を歴

任されて、法律に関して豊富な知見を有しており、引き続き当該知見を活かし

て、特にコンプライアンスおよび経営のリスク管理面を中心に専門的な観点か

ら取締役の職務執行に対する監督・助言等をいただくことを期待したためであ

ります。

また2015年４月に当社社外監査役に就任されて以降、十分にその職責を果たさ

れていることから、社外取締役としての職責を適切に果たしていただけると判

断したものであります。なお、同氏は当社社外取締役に就任後８年が経過して

おります。

(２)齊藤了太氏を社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の内容について

同氏は、公認会計士として財務および会計に関する専門的な知見を有し、会計

監査の経験も豊富であります。引き続きその知見を活かして、財務および会計

を中心に専門的な観点から取締役の職務執行に対する監督・助言等をいただく

ことを期待したためであります。

８．業務執行取締役等であるものを除く取締役候補者との責任限定契約について

当社は、業務執行取締役等であるものを除く取締役との間で、会社法第427条第

１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締
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監査等委員である取締役３名選任の件

結しており、当該契約に基づく賠償責任額は、会社法第425条第１項に定める最

低責任限度額としております。なお、長﨑俊樹氏の選任が承認された場合は、当

社は、責任限定契約を継続する予定であります。また、齊藤了太氏の選任が承認

された場合は、当社は、同様の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であ

ります。

９．当社は役員が職務の遂行にあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにす

るとともに、有用な人材を迎えることができるよう、取締役全員を被保険者とし

て、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償保険（D＆O保険）契約を締

結しており、本議案が原案どおり承認され、取締役に就任した場合には、各候補

者は当該保険契約の被保険者となります。当該保険契約では、被保険者である役

員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は、当該責任の追及に係る請求

を受けることによって生じることのある損害について補填されることとされてい

ます。但し、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた

損害は補填されないなど、一定の免責事由があります。
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監査等委員である取締役３名選任の件

取締役
企業

経営

営業

・

事業

戦略

人事

・

人材

開発

グロー

バル
IT

技術

・

研究

開発

法務

・

リスク

管理

財務

・

会計

環境

・

リサイ

クル

増田　富美雄 〇 〇 〇 〇 〇

雨貝　昇 〇 〇 〇 〇

石川　和男 〇 〇 〇

塩山　勝徳 〇 〇

江口　真一 〇 〇 〇

長﨑　俊樹 社外 〇

齊藤　了太 社外 〇 〇

スキルマトリックス表

(注)　上記一覧表は、各人の有する全ての知見や経験を表するものではありません。
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補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

氏　　　　名

（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

お よ び 重 要 な 兼 業 の 状 況

所有する当社

の 株 式 数

う し く ぼ

牛久保　

いさお

功

(1949年5月9日生)

1973年４月　安田火災海上保険㈱（現損害保険ジャパン㈱）

入社

2001年10月　ホンゴウサービス㈱入社

2002年５月　同社取締役管理部長

2006年５月　同社代表取締役社長

2015年５月　同社代表取締役社長退任

2018年３月　当社取締役（補欠の監査等委員）（現任）

300株

第５号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

　監査等委員である取締役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ

補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ています。

　補欠の監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります

(注)１．候補者と当社の間には、特別な利害関係はありません。

２．牛久保功氏は補欠の監査等委員である社外取締役の候補者であります。

３．牛久保功氏を補欠の社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の内容

同氏は金融機関に長く勤務されるとともに経営者としての経験が豊富であり、

経営に関する高い見識と深い知見を有されていることから、補欠の監査等委員

として選定しております。

４．業務執行取締役等であるものを除く取締役候補者との責任限定契約について

当社は牛久保功氏が取締役に選任された場合は、会社法第427条第１項の規定に

基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定で

あり、当該契約に基づく賠償限度額は、会社法第425条第1項に定める最低責任

限度額としております。

５．当社は役員が職務の遂行にあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにす

るとともに、有用な人材を迎えることができるよう、取締役全員を被保険者と

して、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償保険（D＆O保険）契約を

締結しており、本議案が原案どおり承認され、取締役に就任した場合には、候

補者は当該保険契約の被保険者となります。当該保険契約では、被保険者であ

る役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は、当該責任の追及に係

る請求を受けることによって生じることのある損害について補填されることと

－ 61 －



2024/02/29 15:31:16 / 23063085_理研コランダム株式会社_招集通知_電子提供措置用

補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

されています。但し、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因

して生じた損害は補填されないなど、一定の免責事由があります。

６. 本議案が原案どおり承認され、取締役に就任した場合、東京証券取引所の定めに

基づき独立役員として届け出る予定であります。

以　上

－ 62 －
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地図

会 場 ご 案 内 図

中央小

国道17号

鴻　巣　駅

せせらぎ公園

市役所

鴻巣市文化センター

運転免許センター

陸上競技場

鴻巣警察署熊谷至

熊谷至

大宮至

大宮至

ｴﾙﾐこうのす
ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾓｰﾙ

クレアこうのす

旧中山道

会場　埼玉県鴻巣市中央29番１号

鴻巣市文化センター　３階会議室

TEL 048（540）0540

◆JR高崎線鴻巣駅より1,500ｍ

徒歩15分

◆免許センター行きバスにて終点下車


